
 

 

愛媛県の毎月勤労統計調査地方調査月報 

（平成 30年 12月） 

 

この調査結果の数値は、調査対象事業所からの報告をもとに、愛媛県内の規模 5人以上の全事業所に対応するよ

うに推計したものです。 

平成22年1月分調査から、平成 19年11月に改定された日本標準産業分類に基づき集計結果を公表しています。 

 

規模 5人以上 

 

１ 賃金の動き 

県内の 12月の１人平均現金給与

総額（調査産業計）は 483,270円で、

名目賃金の前年同月比は、1.0%減少

し、実質賃金も1.3%減少しています。 

また、きまって支給する給与は

230,144 円で、名目賃金の前月比は

1.2%増額し、前年同月比は2.7%減少

しています。 

 

２ 労働時間数の動き 

県内の 12 月の常用労働者１人平

均総実労働時間（調査産業計）は

143.6時間で、前月比は3.0%減少し、

前年同月比も 4.4%減少しています。 

このうち、所定外労働時間数は

10.3時間で、前月比は 1.0%減少し、

前年同月比も 2.9%減少しています。 

 

３ 雇用の動き 

県内の 12月末の常用労働者数（調

査産業計）は453,908人で、前月比

は 0.6%増加し、前年同月比も 1.5%

増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成31年2月25日公表 

《問合せ先》愛媛県企画振興部政策企画局統計課生活統計係 

 TEL 089-912-2267（ダイヤルイン） 
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平成30年12月分調査結果

（１）常用労働者の一人平均月間現金給与額 （規模5人以上，平成30年12月）

実質賃金指数 名目賃金指数

前月比 前年同月比 前年同月比 前月比 前年同月比 前年同月比
円 ％ ％ ％ 円 ％ ％ 円 ％ 円 円

TL 調査産業計 483,270 103.7 △ 1.0 △ 1.3 230,144 1.2 △ 2.7 214,900 △ 1.9 253,126 1,459

D 建設業 522,290 67.6 △ 6.1 △ 6.4 296,191 0.2 4.6 273,016 3.9 226,099 △ 46,682

E 製造業 569,626 103.8 △ 7.2 △ 7.5 264,353 1.0 △ 1.9 236,013 △ 1.6 305,273 △ 39,346

F 電気・ガス・熱供給・水道業 1,132,673 193.0 △ 8.6 △ 8.8 390,135 1.1 △ 7.7 353,760 △ 7.7 742,538 △ 73,239

G 情報通信業 742,315 130.6 △ 25.1 △ 25.3 318,328 △ 0.6 △ 7.3 301,485 △ 2.6 423,987 △ 223,121

H 運輸業，郵便業 509,630 102.2 16.0 15.6 252,871 0.3 1.5 226,883 5.7 256,759 66,224

I 卸売業，小売業 330,471 82.2 △ 2.1 △ 2.4 183,614 2.8 △ 1.8 174,771 △ 0.9 146,857 △ 4,052

J 金融業，保険業 825,414 146.2 5.2 4.9 327,666 4.7 △ 2.2 310,845 △ 2.7 497,748 48,305

K 不動産業，物品賃貸業 468,961 106.6 71.6 71.1 219,257 △ 2.1 28.1 193,615 18.5 249,704 147,649

L 学術研究，専門・技術サービス業 492,610 77.7 △ 31.5 △ 31.7 263,477 △ 0.8 △ 14.2 242,666 △ 12.5 229,133 △ 182,398

M 宿泊業，飲食サービス業 140,722 22.1 △ 0.5 △ 0.9 107,055 1.8 △ 7.7 102,203 △ 6.7 33,667 8,281

N 生活関連サービス業，娯楽業 285,887 53.9 32.1 31.7 178,522 △ 1.2 8.6 166,566 6.3 107,365 55,351

O 教育，学習支援業 847,998 183.3 2.8 2.6 290,819 3.1 0.8 286,797 0.4 557,179 21,110

P 医療，福祉 500,459 109.0 △ 5.5 △ 5.8 232,727 0.7 △ 11.1 222,593 △ 9.8 267,732 △ 224

Q 複合サービス事業 523,831 104.8 △ 29.0 △ 29.2 256,458 0.2 △ 8.1 249,942 △ 7.0 267,373 △ 190,969

R サービス業（他に分類されないもの） 428,178 100.1 39.6 39.2 204,088 △ 1.3 10.4 186,205 7.7 224,090 102,287

（２）常用労働者の一人平均月間出勤日数及び実労働時間数 （規模5人以上，平成30年12月）

前月比 前年同月比 前月比 前年同月比 前月比 前年同月比
時間 ％ ％ 時間 ％ ％ 時間 ％ ％ 日 日

TL 調査産業計 143.6 △ 3.0 △ 4.4 133.3 △ 3.3 △ 4.6 10.3 △ 1.0 △ 2.9 19.2 △ 0.7

D 建設業 164.4 △ 2.5 △ 7.5 151.8 △ 2.9 △ 8.8 12.6 3.3 13.5 21.3 △ 0.4

E 製造業 166.2 △ 3.0 0.5 150.8 △ 3.3 0.5 15.4 0.0 0.6 20.5 △ 0.6

F 電気・ガス・熱供給・水道業 153.9 △ 11.1 △ 4.6 140.9 △ 8.1 △ 2.0 13.0 △ 34.7 △ 26.2 18.5 △ 1.5

G 情報通信業 149.7 △ 5.1 △ 4.1 142.1 △ 5.6 1.3 7.6 5.5 △ 52.6 19.2 △ 1.2

H 運輸業，郵便業 168.0 △ 3.9 △ 2.8 151.1 △ 4.9 2.0 16.9 7.0 △ 31.5 21.2 △ 1.2

I 卸売業，小売業 140.2 1.6 △ 0.9 133.2 1.2 △ 0.6 7.0 9.4 △ 4.1 19.6 0.0

J 金融業，保険業 142.4 △ 7.8 △ 3.3 135.6 △ 8.1 △ 4.0 6.8 0.0 11.5 18.2 △ 1.7

K 不動産業，物品賃貸業 153.4 △ 3.2 9.5 145.5 △ 3.2 7.4 7.9 △ 2.4 71.8 20.4 △ 0.5

L 学術研究，専門・技術サービス業 144.1 △ 5.9 △ 11.1 133.7 △ 6.0 △ 10.1 10.4 △ 3.7 △ 23.0 18.1 △ 1.1

M 宿泊業，飲食サービス業 99.3 0.9 △ 13.4 92.3 0.2 △ 14.1 7.0 11.1 △ 4.1 16.3 △ 0.2

N 生活関連サービス業，娯楽業 134.4 △ 5.7 2.6 127.3 △ 5.3 2.7 7.1 △ 11.3 0.0 18.0 △ 1.0

O 教育，学習支援業 147.3 △ 5.3 1.2 121.0 △ 6.0 △ 8.3 26.3 △ 1.9 93.3 17.0 △ 1.2

P 医療，福祉 129.4 △ 5.3 △ 12.2 125.4 △ 4.6 △ 11.1 4.0 △ 19.9 △ 36.5 18.6 △ 0.8

Q 複合サービス事業 155.4 △ 2.0 △ 0.3 150.7 △ 2.4 0.0 4.7 14.7 △ 7.8 19.9 △ 0.2

R サービス業（他に分類されないもの） 143.3 △ 3.1 2.4 133.6 △ 3.3 0.6 9.7 0.0 34.6 19.9 △ 0.6

（３）常用労働者数及び労働異動率 （規模5人以上，平成30年12月）

前月比 前年同月比
人 ％ ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％

TL 調査産業計 453,908 0.6 1.5 31.4 2.4 1.70 1.26

D 建設業 24,064 0.5 △ 11.5 8.1 2.5 1.00 0.40

E 製造業 77,912 1.4 4.3 17.7 2.9 1.26 0.83

F 電気・ガス・熱供給・水道業 3,015 0.0 △ 0.6 0.3 △ 1.8 0.53 0.56

G 情報通信業 4,997 △ 1.0 △ 4.0 5.6 0.8 0.18 1.15

H 運輸業，郵便業 31,025 △ 0.5 1.0 9.4 △ 10.5 0.47 0.96

I 卸売業，小売業 82,509 2.2 2.8 48.6 2.7 4.13 1.91

J 金融業，保険業 12,424 △ 0.3 8.7 15.0 5.0 0.65 0.99

K 不動産業，物品賃貸業 4,127 0.1 △ 4.7 29.0 △ 21.8 0.22 0.10

L 学術研究，専門・技術サービス業 8,148 △ 0.1 5.0 16.0 8.2 0.53 0.69

M 宿泊業，飲食サービス業 35,165 0.7 1.0 74.5 4.5 3.62 2.89

N 生活関連サービス業，娯楽業 13,103 △ 1.2 6.5 48.3 △ 4.9 1.37 2.55

O 教育，学習支援業 29,384 △ 0.3 0.9 27.2 △ 0.2 1.08 1.34

P 医療，福祉 93,479 △ 0.2 3.3 30.3 6.1 0.67 0.86

Q 複合サービス事業 6,622 0.9 △ 7.6 23.6 11.9 1.16 0.27

R サービス業（他に分類されないもの） 27,934 0.3 △ 1.1 30.9 △ 1.7 1.22 0.96

注1）「きまって支給する給与」（定期給与）とは、労働協約、就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給される給与でいわゆる基本給、
　家族手当、超過労働手当等を含みます。
注2）前月比及び前年同月比は、平成27年を100として作成した指数を用いて算出しています。

注3）実質賃金指数は、平成27年を100として作成された消費者物価指数を用いて算出しています。
注4）「C鉱業，採石業，砂利採取業」については、県内事業所数僅少のため公表をさしひかえています。
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